
 

全 枚中の 枚目 

様式第３-１号 

技術提案評価項目Ａ 

共同企業体の名称：             

企 

業 

の 

施 

工 

能 

力 

ア 施工実績 

※1  点/1.1 点 工 事 名 工事  

（   ）同種工事の 

実績あり 

（   ）類似工事の 

     実績あり 

(注)JV 非代表施工の場合

は、工事概要欄に JV 構成員

の施工実績算定式も記載の

こと。 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号          ） ・ 無 

最 終 請 負 額 円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態 等 単体施工 ・ ＪＶ施工（代表・非代表  ％） 

工 事 概 要 
 

イ 工事成績評定点 

※1  点/1.8 点 発 注 業 種  (注)過去５ヵ年の平均点を記入してくださ

い。  工 事 成 績 評 定 点 点 

ウ 経営品質の取組 

※1  点/0.5 点 

①優 良 工 事 の 受賞 

受 賞 年 度         年度  

 

（   ）①～④のうち２

項目以上該当あ

り 

受 賞 工 事 名                   工事 

受 賞 区 分 優良建設工事表彰・優良下請負企業表彰 

②ＩＳＯの認証取得

又はいわて地球環境

にやさしい事業所認

定 

I S O 9 0 0 1 
認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

（   ）①～④のうち１

項目該当あり 
I S O 1 4 0 0 1 

認 証 番 号  

認 証 期 間 ～ 

いわて地球環境にや

さ し い 事 業 所 

認 定 区 分 三つ星 ・ 四つ星 

認 定 年 月

日 

 

 ③新分野進出等表彰制度

（奨励企業を含む）の受賞 

受 賞 年 度     年度 

分 野  

④「えるぼし」、「く

るみん・プラチナく

るみん」、「いわて女

性活躍認定企業等」

又は「いわて子育て

にやさしい企業等」

の認定 

認 定 実 績 

（   ）えるぼし 

（   ）くるみん・プラチナくるみん 

（   ）いわて女性活躍認定企業等 

（   ）いわて子育てにやさしい企業等 

エ 資格取得の取組 

※1  点/0.3 点    

  ① 技術者資格の取得 
   資 格 名  

（  ）新規資格取得職員

の実績あり 

（  ）資格取得職員の雇

用実績あり 

登 録 番 号  

取 得 年 月 日  

雇 用 年 月 日  

対 象 職 員 氏 名  

② 登録基幹技能者の認定  

 対 象 職 員 氏 名   

登 録 基 幹 技 能 者 
講習の種類   

修了年月日   

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

要 

件 

■ 配置予定技術者 

 技 術 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日  

今 回 従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

今回の発注業種に応

じた 資 格 ・ 免 許等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

   

■ 専任補助者（専任補助者を配置する場合にのみ記載） 

 専 任 補 助 者 氏 名  生 年 月 日 年 月 日 

 
今回の発注業種に応

じた 資 格 ・ 免 許等 

名 称 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

    

    

 

※資格取得の取組は①と②の評価点を合計した点数とする。 

※複数の技術者を申請する場合

は、１人目は本様式の全項目を記

載し、２人目以降は本様式の■配

置予定技術者、オ、カ、キ、ク、ケ、

コ及びサのみ記載することとし、

他の欄は空欄で構わない。 

※専任補助者を配置する場合、本

様式の■配置予定技術者、オ、カ、

キ、ク、ケ及びサは専任補助者の

実績を記載すること。 



 

全 枚中の 枚目 

 

 

オ 施工経験 

※1  点/1.2 点 工 事 名 工事  

（    ）同種工事の 

実績あり 

（    ）類似工事の 

      実績あり 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

最 終 請 負 額                  円 

発 注 者  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 ・ 現 場 代 理 人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

工 事 概 要  

カ 配置予定技術者の工事成績評定点 

※1  点/1.6 点 工 事 名 工事  

(注)発注業種は問わない 

コ リ ン ズ 登 録 有（登録番号            ） ・  無 

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

従 事 役 職 主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 ・ 現 場 代 理 人 

従 事 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度        年度 

工 事 成 績 評 定 点 

 キ 配置予定技術者の表彰実績 

※1  点/0.3 点 

優 良 工 事 の 受 賞 

受 賞 年 度 年度  

 

受 賞 工 事 名 工事  

従 事 役 職 主任技術者・監理技術者・現場代理人  

優 秀 施 工 者 岩 手 県 知 事 表 彰 受賞年度         年度  

安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰 受賞年度         年度  

 ク 配置予定技術者の資格と経験年数 

※1  点/0.3 点 （注）前ページの「■配置予定技術者」における、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」

の記載内容により確認します。ただし、専任補助者を配置した場合には、「■専任補助者」に

おける、「今回の発注業種に応じた資格・免許等」の記載内容により確認します。 
（  ）一級相当資格 

取得後 5 年以上 

（  ）一級相当資格 

取得後 5 年未満 

ケ 配置予定技術者の継続教育(CPD)の取り組み状況 

※1  点/0.2 点 証 明 団 体 名   

 取 得 単 位 数            

証 明 期 間 年  月  日 ～   年  月  日 

コ 若手技術者又は女性技術者の配置の有無 

※1  点/0.2 点 

技 術 者 等 

氏 名   

 生 年 月 日  

満 年 齢  

性 別  

今 回 従 事 役 職 
（    ）主 任 技 術 者 ・ 監 理 技 術 者 

（    ）現 場 代 理 人 

サ 配置予定技術者の週休２日制の取組実績 

※1  点/0.5 点 工 事 名 工事  

 施 工 場 所  

工 期 年  月  日 ～   年  月  日 

完 成 年 度          年度 

発 注 者  

週休２日達成状況 
（    ）完 全 週 休 ２ 日 又 は ４ 週 ８ 休 

（    ）４ 週 ７ 休 又 は ４ 週 ６ 休  
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地 

域 

精 

通 

度 

等 

 シ 災害活動の実績等 

※1  点/1.5 点 

  ① 災害活動の実績 

 活 動 年 度   

活 動 内 容 

（    ）災害発生時における応急対応の実績 

      （契約に基づく対価の支払いを受けていないもの。） 

（    ）災害協定等の発注者の要請に基づき、業務委託等と

して発注された災害活動（訓練・応急工事は除く）

の実績（契約に基づく対価の支払いを受けているも

の。） 

 

活 動 概 要 
 

 

 

② 災害協定の有無 

 災害時における応急

対策業務に関する協

定 

締 結 年 月 日   

県との協定者名   

協 定 概 要   

 

 ス 雇用対策の実績 

※1  点/0.5 点 障 が い 者 の 雇 用 

（ Ａ ・ Ｂ ） 

 

（注）Ａ、Ｂ該当する

方に○してください。 

A:「障害者の雇

用の促進等に関

する法律」に基

づく、障がい者

雇用を義務付け

られている業者 

雇 用 障 が い 者 数         人  

 

建設業従事職員数         人  

除 外 率         ％  

法 定 雇 用 率         ％  

法 定 雇 用 人 数         人  

不 足 人 数         人  

B:A 以外の業者 雇 用 障が い 者 数         人  

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（ 学 卒 者 の 場 合 ） 

出 身 校   

卒 業 年 月 日   

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

県 内 居 住 者 の 雇 用 

（学卒者以外の場合） 

雇 用 年 月 日   

対 象 職 員 氏 名   

対 象 職 員 住 所   

 

 
※１ 自己評価点記入欄：      に入札参加者の自己評価点を記入してください。 

記載上の留意事項 

１ 当該様式の記載に係る留意事項等については、「別紙 総合評価点算定基準」及び「公共関与型産業廃棄物最終処分場土木

施設建設工事総合評価落札方式条件付一般競争入札事務処理の手引き」を参照願います。 

２ 当該様式の記載内容に係る確認書類については、開札後に落札候補者等に対して提出を求めるので、入札参加申請時の添付

は不要です。 

３ エ①、キ及びスについては、いずれかの実績があれば評価の対象となります。 

 


